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大型車の車輪脱落事故防止に係る令和２年度緊急対策の実施について 

 

 

 

 大型車の車輪脱落事故防止については、平成３０年度より事故防止のための緊急対策を

策定し積極的に取り組んできたところであるが、令和元年度の発生件数は１１２件と平成

１１年度からの統計上最大の件数となり、これまでにない危機的な状況であることを重く

受け止める必要がある。 

昨年１２月に、「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査検討ワーキンググループ」を

設置し、事故原因の徹底究明と効果的な事故防止対策の検討を行ってきたところ、令和２

年１０月１６日に中間とりまとめが決定されたところである。 

 この中間とりまとめを踏まえ、大型車の車輪脱落事故防止に係る令和２年度緊急対策と

して、別添１のとおり取り組むこととしたので、関係団体と連携して積極的に取り組まれ

たい。 

 なお、自動車関係団体あてに別紙により通知していることを申し添える。 

 



別紙 

国自安第１１０号の２ 

国自旅第２６１号の２ 

国自貨第５４号の２ 

国自整第１８８号の２ 
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大型車の車輪脱落事故防止に係る令和２年度緊急対策の実施について 

 

 大型車の車輪脱落事故防止については、平成３０年度より事故防止のための緊急対策を

策定し積極的に取り組んできたところですが、令和元年度の発生件数は１１２件と平成１

１年度からの統計上最大の件数となり、これまでにない危機的な状況であることを重く受

け止める必要があります。 

昨年１２月に、「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査検討ワーキンググループ」を

設置し、事故原因の徹底究明と効果的な事故防止対策の検討を行ってきたところ、令和２

年１０月１６日に中間とりまとめが決定されました。 

 この中間とりまとめを踏まえ、大型車の車輪脱落事故防止に係る令和２年度緊急対策と

して、別添１のとおり取り組むこととしましたので、傘下会員に対し周知されるとともに、

事故防止対策の積極的な取り組みをお願いします。 

 なお、各地方運輸局等あてに別紙により通知していることを申し添えます。 

 

 



 

 

大型車の車輪脱落事故防止対策に係る連絡会 

構成団体一覧 

 

 

一般社団法人 日本自動車工業会 

公益社団法人 全日本トラック協会 

公益社団法人 日本バス協会  

一般社団法人 全国自家用自動車協会 

一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会 

一般社団法人 日本自動車販売協会連合会 

全国タイヤ商工協同組合連合会 

一般社団法人 日本自動車タイヤ協会 

全国石油商業組合連合会 

一般社団法人 日本自動車車体工業会 

日本自動車輸入組合 

一般社団法人 日本自動車機械工具協会 

一般社団法人 日本自動車機械器具工業会 

一般社団法人 自動車用品小売業協会 

日本自動車車体整備協同組合連合会 

 

 

 


